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１．はじめに 
 
わが国は 2004 年をピークとする人口減少とともに，

本格的な高齢化時代を迎えている．特に，わが国の地方

圏においては，財政状況やインフラの整備面などにおい

て，都市圏との間に地域間格差が生じているだけではな

く，都市圏への人口流出に伴う過疎化により，その存続

が危ぶまれる地域も存在している．このような現状を踏

まえ，近年では，団塊の世代のリタイアや，スローライ

フの浸透等を契機とした田舎での生活志向も高まりつつ

あり，特に都市圏から地方圏への U ターン，I ターン，

J ターンと称される人口移動が地域の活性化に資すると

して注目されている 1)．このことを受け，現在までに，

様々な地域において，転入者を対象とした施策（以下，

転入受け入れ体制と称する）が講じられているが，実際

にそれらの施策が人口の移動にどのような影響を与えて

いるかは明らかにされていない． 
そこで本研究では，わが国の代表的な地方圏の 1 つで

ある徳島県を対象とし，全国都道府県の都市部から徳島

県内市町村への人口移動に着目し，転入受け入れ体制が

U ターン，I ターン，J ターン人口移動（以下，これら

をまとめて UIJ ターン人口移動と称する）に及ぼす影

響を明らかにする． 
 
２．既往研究と本研究の位置づけ 
 
 人口移動に関する研究については，これまでに数多く

の研究が行われ，成果が挙げられてきた． 
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近藤ら 2)は，個人の居住地選択は，居住地の効用に依

存すると考え，地域間の効用格差に基づく人口移動モデ

ルを構築し，地方圏の人口移動に適用した．Kondo, A. 
et al.3)は，地域間効用格差に基づく人口移動モデルを基

に，新たに地域間の結びつきの度合いを考慮したモデル

を構築し，圏域間の人口移動に適用している．以上は，

地域間効用格差に基づく人口移動モデルを用いた近年の

研究であり，本研究は，これらの研究を発展させたもの

である． 
 U ターン人口移動に着目した研究として，江崎 4)は，

U ターン人口移動の動向を把握し，移動においては，就

業機会の影響が大きいことを明らかにしているが，移動

先の受け入れ体制の影響については触れられていない． 
また，住田ら 5)は，地方圏における過疎対策としての

UI ターン受け入れ体制に着目し，施策タイプの分類を

行った上で，転入人口比率との関係を分析しているが，

出発地，目的地とそれらの地域特性を考慮したものでは

ない． 
 これらを踏まえ，本研究では，都市圏から地方圏への

UIJ ターン人口移動を対象とし， 転入受け入れ体制が

UIJ ターン人口移動に与える影響を明らかにするために，

地域間の効用格差に基づく人口移動モデルを基に分析を

行う． 
 
３．使用データと分析対象の設定 
 
 （１）使用する人口移動データ 
本研究では，徳島県における年齢階層別人口移動状況

表 6)による人口移動データを用いる．対象期間は 1995
年～2008 年 6 月までとする．ただし，分析には，対象

期間における地域間の総移動数を，1 年換算した人口移

動数を用いる． 
また，人口の移動は，年齢によってその移動要因が異

なると考えられるため，分析においては，年齢階級別に

詳細な分析を行うこととする．ただし，年齢に関しては，

移動時の移動主体となり得る 15 歳以上を対象とし，年

齢階級を 15 歳～29 歳，30 歳～49 歳，50 歳～64 歳，

65歳以上の4階級とする． 
 



 （２）ＵＩＪターン人口移動の定義 
 本来，UIJ ターン人口移動という移住形態は，都市圏

への帰還，転入行動も含むと考えられるが，本研究は地

方圏における地域の活性化を目的とした基礎的研究と位

置付けているため，都市圏から地方圏への移動を UIJ
ターン人口移動と定義する． 
 
 （３）目的地の選定 

 人口移動における目的地は徳島県内市町村の内，地方

部に含まれる市町村とする．ここで，都市部と地方部と

の分類においては，各市町村における，以下の表－１に

示す指標を用いて主成分分析を行った上で，クラスター

分析を適用した．類型化にあたり，徳島県における，政

治，経済，文化の中核をなすと考えられる徳島市と，市

としての歴史が長い鳴門市，小松島市の含まれるグルー

プを都市部と定義し，その他の市町村が含まれるグルー

プを地方部と定義した．分類の結果を表－２に示す． 
表－１ 目的地の分類分析に用いた指標 

指標 単位

財政力指数 -

人口密度 人/km2

 65歳以上人口割合 -

住宅地平均地価 円/km2

全産業事業所数 所

全産業従業者数 人

徳島市ま での時間 分  
 

表－２ 徳島県内市町村の分類結果 

グループ

徳島市 鳴門市 小松島市 阿南市

石井町 松茂町 北島町 藍住町

板野町 上板町

吉野川市 阿波市 美馬市 三好市

勝浦町 上勝町 佐那河内村 神山町

那賀町 牟岐町 美波町 海陽町

つる ぎ町 東みよ し 町

市町村

徳島県地方部

徳島県都市部

 
 
 （４）出発地の選定 

 人口移動における出発地は，徳島県を除く 46 都道府

県の内，都市部に含まれる都道府県とする．都道府県に

おける都市部と地方部との分類においては，全節と同様

に，次の表－３に示す指標を用いて，主成分分析を行っ

た上で，クラスター分析を適用する．また，類型化にお

いては，わが国の首都であり，政治，経済の中心である

と考えられる東京都の含まれるグループを大都市部とし

た．次に，大都市には含まれないが，政令指定都市を有

する県が含まれるグループを地方都市部とし，それ以外

の都道府県が含まれるグループを地方部とした．分類の

結果を表－４に示す． 
 

表―３ 出発地の分類分析に用いた指標 

指標名 単位

財政力指数 -

人口密度 人/km2

65歳以上人口割合 -

住宅地平均地価 円/km2

1人あたり 県民所得 円/人

全産業事業所数 所

全産業従業者数 人  
 

表－４ 46都道府県の分類結果 

グループ

大都市部 埼玉県 東京都 神奈川県 愛知県 大阪府

北海道 宮城県 福島県 茨城県 栃木県

群馬県 千葉県 新潟県 富山県 石川県

福井県 山梨県 長野県 岐阜県 静岡県

三重県 滋賀県 京都府 兵庫県 奈良県

岡山県 広島県 山口県 香川県 福岡県

沖縄県

青森県 岩手県 秋田県 山形県 和歌山県

鳥取県 島根県 愛媛県 高知県 佐賀県

長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

地方部

地方都市部

都道府県

 

 
 表－４において大都市部と地方都市部に含まれる都道

府県を，都道府県都市部とし，本研究における UIJ タ

ーン人口移動の出発地とする． 
 
４．ＵＩＪターン人口移動モデルの構築 
 
（１）地域間効用格差に基づく人口移動モデル 

 分析においては，地域間効用格差に基づく人口移動モ

デルを用いる．任意の都市部に含まれる地域から地方部

に含まれる地域への人口移動量は，出発地の人口に比例

することになる．そこで本研究では，出発地の人口に対

する目的地への人口移動量を，地域間の効用格差と地域

間の結びつきの度合い，出発地と目的地の転入受け入れ

体制により説明できると考える． 
 都市部に含まれる任意の地域 i から地方部に含まれる

任意の地域 jへの，地域 iの人口Piに対する人口移動量

Xijを，地域 i の効用Uiと地域 j の効用Ujとの差と，地

域間の結びつきの度合い関数 Rij，地域 j の転入受け入

れ体制と地域 i の UIJ ターンに関する情報発信を表す

関数Sijの線形和で表される，次の式(1)で仮定する． 
 

ηγβα +++−= ijijij
i

ij SRUU
P
X

)(  (1) 

 s.t. 0,,,)( ≥++≤− γβαηγβα ijijij SRUU  

 α，β，γ，η：パラメータ 
 



（２）効用関数 
 式(1)における効用関数 U を，地域における１人あた

り所得 I，可住地面積 A，住宅地平均地価 r，全産業事

業所数Eを用いて，次式で仮定する． 
 

constEdrcAbIaU ++++= )ln()ln()ln()ln(

 (2) 
a，b，c，d：パラメータ 

 
（３）地域間の結びつきの度合いを表す関数 

 式(1)における地域間の結びつきの度合いを表す関数 
Rijを次式で仮定する． 
 

)()( ijRrijRNHij RrkRNHkR δδ +=
 

(3)
 

δ(RNHij)：地域 iと地域 jが隣接していれば1， 
そうでなければ0となるダミー変数 

δ(Rrij)：地域 iと地域 jが同じ番号の国道上にあれば 1， 
そうでなければ0となるダミー変数 

kRNH，kRr：パラメータ 
 
 ここで，国道ダミーは，国道 11 号，28 号，55 号，

192 号，193 号，195 号，318 号，438 号を対象として

変数の作成を行った． 
 
（４）転入受け入れ体制を表す関数 

 転入受け入れ体制として，徳島県内の 7 カ所に設置さ

れている農業支援センターを取り上げる．各センターの

設置状況，業務概要を表－５に示す． 
また，県外における転入受け入れ体制の情報発信状況

として，東京都，大阪府，愛知県名古屋市の，三大都市

において設けられている徳島県への移住相談窓口を取り

上げた．  
これらの受け入れ体制を用いて，式(1)における転入

受け入れ体制や，それに関する情報発信の状況を表す関

数Sijを式(4)で仮定する． 
 

)()( iAWjAcij AWlAclS δδ +=
 

(4) 

δ(Acj)：地域 jに農業支援センターがあれば1， 
そうでなければ0となるダミー変数 

δ(AWi)：地域 iに移住相談窓口があれば1， 
そうでなければ0となるダミー変数 

lAc，lAW：パラメータ 

 
 
 

表－５ 徳島県農業支援センタ－7) 
農業支援センタ ー 所在地 業務概要

・ 農業の担い手， 確保に関する 支援

・ 産地育成に関する 支援

・ 食の安全， 安心確保に関する 支援

・ 環境と 調和し た農業生産に向けた支援

・ 農村地域振興に向けた支援

・ 農業の担い手育成に関する 支援

・ 「 と く し ま ブラ ンド 」 産地の育成支援

・ 「 安全・ 安心」 で， 環境と 調和し た農業の推進

・ 農村地域振興に向けた支援

・ 農業の担い手， 確保に関する 支援

・ 産地育成に関する 支援

・ 環境と 調和し た農業生産に向けた支援

・ 農村地域振興に向けた支援

・ 農業の担い手育成に関する 支援

・ 「 と く し ま ブラ ンド 」 産地の育成支援

・ 農業地域振興に向けた支援

・ 農業の担い手， 確保に関する 支援

・ 産地育成に関する 支援

・ 食の安全， 安心確保に関する 支援

・ 環境と 調和し た農業生産に向けた支援

・ 農村地域振興に向けた支援

・ 農業の担い手， 確保に関する 支援

・ 産地育成に関する 支援

・ 食の安全， 安心確保に関する 支援

・ 環境と 調和し た農業生産に向けた支援

・ 農村地域振興に向けた支援

・ 農業の担い手， 確保に関する 支援

・ 産地育成に関する 支援

・ 食の安全， 安心確保に関する 支援

・ 環境と 調和し た農業生産に向けた支援

・ 農村地域振興に向けた支援

阿南市阿南農業支援センタ ー

鳴門藍住農業支援センタ ー 藍住町

徳島市徳島農業支援センタ ー

吉野川市川島農業支援センタ ー

美波町美波農業支援センタ ー

三好市三好農業支援センタ ー

美馬市美馬農業センタ ー

 
 
（５）ＵＩＪターン人口移動モデル 

 式(2)～(4)を式(1)に代入することで，UIJ ターン人

口移動モデルとして，次の式(5)を得る． 
 

))ln()ln()ln()ln(( const
E
E

d
r
r

c
A
A

b
I
I

a
P
X

i

j

i

j

i

j

i

j

i

ij ++++= α

   

))()(( ijRrijRNH RrkRNHk δδβ ++
 
ηδδγ +++ ))()(( iAWjAc AWlAcl  (5) 

 
５．ＵＩＪターン人口移動モデルのパラメータ推定 
 
（１）推定に用いたデータ 

 パラメータ推定に用いたデータを，次の表－６に示す． 
表－６ パラメータ推定に用いたデータ 

指標 単位 調査年

5歳階級別人口 人 1995-2008

所得 円/人 1996-2005

住宅地平均地価 円/m2 1995-2008

可住地面積 km2 1995-2006

全産業事業所数 所 1996， 1999， 2001， 2004， 2006

5歳階級別人口 人 1995-2008

所得 円/人 1996-2007

住宅地平均地価 円/m2 1995-2008

可住地面積 km2 1995-2006

全産業事業所数 所 1996， 1999， 2001， 2004， 2006

都道府県別データ

徳島県内市町村別データ

 
 
 ここで，可住地面積データは，都道府県または市町村

別面積あたりの値として算出したものを用いた．また，

所得データを含むその他のデータは，それらの平均値を，

都道府県，または，市町村における人口で除し，1 人あ

たりのデータとして算出した値を用いた． 



表－７ ＵＩＪターン人口移動モデルのパラメータ推定結果 

係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
(定数) 2.7E-06 1.898 -5.9E-07 -1.518 5.1E-07 1.596 4.2E-07 2.325
所得 8.1E-06 2.040 - - 2.3E-06 2.619 1.8E-06 3.488

住宅地平均地価 -1.6E-06 -2.237 -5.8E-07 -1.940 -4.4E-07 -2.724 -2.8E-07 -3.026
可住地面積 2.3E-06 2.864 - - 4.8E-07 2.710 2.8E-07 2.802

全産業事業所数 5.2E-06 2.094 - - 1.3E-06 2.292 9.1E-07 2.887
国道ダミー 5.5E-05 14.923 2.5E-05 13.380 1.2E-05 14.076 3.5E-06 7.481

隣接県ダミー 0.0002 29.404 6.5E-05 24.883 2.8E-05 24.250 9.4E-06 14.248
移住相談窓口ダミー 4.7E-06 2.465 - - 1.6E-06 3.865 1.3E-06 5.287

農業支援センターダミー 5.4E-06 5.710 2.4E-06 5.094 1.2E-06 5.948 6E-07 5.000
相関係数 R

決定係数 R2

観測数

0.835 0.789 0.791 0.567
433 433 433 433

0.915 0.890 0.891 0.758

分析対象期間:1995年～2008年6月

変数
15歳～29歳 30歳～49歳 50歳～64歳 65歳以上

 
 

表－８ 各指標の係数の符号適合条件 
変数 符号 意味 適合性

所得（円/人） + 1人当たりの所得が上がると効用が上がる ○

住宅地平均地価（円/m2） - 住宅地地価が上昇すると効用が下がる ○

可住地面積（km2） + 総面積当たりの活動の場が増えると効用が上がる ○

全産業事業所数（所） + 事業所数が増えると効用が上がる ○

国道ダミー + 同じ番号の国道上に属していると結びつきの度合いは強くなる ○

隣接県ダミー + 隣接している県との結びつきの度合いは強くなる ○

農業支援センターダミー + 農業支援センターが存在していると移住者が増える ○

移住相談窓口ダミー + 出発地に移住相談窓口があると移住者が増える ○  

（２）パラメータ推定 
式(5)で示した UIJ ターン人口移動モデルのパラメー

タを，重回帰分析を用いて推定を行った結果を表－７に

示す．また，各パラメータの符合条件を表－８に示す． 
ただし，推定において，変数間の内部相関が強いもの，

符号条件を満たさなかったもの，説明力の低いものはパ

ラメータ推定の過程において説明変数から除外した．ま

た，UIJ ターン人口移動モデルにおける各変数は，年齢

階級別に異なる値を用いた． 
 表－７より，年齢階級 15 歳～29 歳，30 歳～49 歳，

50 歳～64 歳における分析結果は決定係数，t 値ともに

満足のいく結果が得られた．また，係数の符合条件にお

いても満足のいく結果となった．しかし，年齢階級 65
歳以上において，決定係数の低下がみられた．これは，

年齢階級 65 歳以上における，人口移動の発生機会の少

なさが原因として考えられる． 
 変数に関しては，全年齢階級で国道ダミーと隣接県ダ

ミーが高い説明力を有している．これは，香川県からの

人口移動数が他に比べて高い値を示すためであり，香川

県との結びつきの強さを示している． 
 転入受け入れ体制を表す指標として，農業支援センタ

ーダミーは全年齢階級で有意となった.このことから，

生活の基盤となる仕事に関して，就農機会の増加に関す

る政策に移住者は魅力を感じていることが明らかとなっ

た．また，地方圏が抱える問題の 1 つである農業の担い

手不足の解消も期待できる結果となった． 
移住相談窓口ダミーについても，年齢階級 30 歳～49

歳を除く全ての年齢階級で有意となった．このことから，

進学・就職時期や引退・退職時期の年齢階級に対しては，

事前に移住先の情報を取得できる環境づくりが移住者の

増加に寄与していると考えられる． 
 
６．おわりに 

 
 本研究では，地域間の効用格差に基づく人口移動モデ

ルを基に，UIJ ターン人口移動モデルの構築を行い，構

築したモデルを全国都道府県都市部から地方部に含まれ

る徳島県内市町村への人口移動に適用し，パラメータの

推定を行った．推定結果から， 転入受け入れ体制を表

す変数が UIJ ターン人口移動に影響を与えていること

を明らかにすることができた． 
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